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要旨：原子力発電所（以下、原発）立地県である 3県（A県、B県、C県）すべての保健師（1,521名）の放射
線に関する知識や研修への参加などの違いを明らかにするために、郵送法による質問紙調査を対象に実
施した。保健師が勤務する場所（保健所・市町村・保健センター）、あるいは緊急時防護措置を準備す
る区域（以下、UPZ: Urgent Protective action planning Zone内・外）による違いに着目して検討した。その
結果、保健師の放射線に関する知識、認識は各県内の勤務場所間や 3つの県において差が見られた。こ
れは、原発立地場所と関係しており、UPZ内では UPZ外より教育や訓練が多く開催され、原子力防災
などの被ばくのリスクを考える機会が増えた地域的背景が影響していると考えられる。今後、地域特性
などを考慮した原子力防災に関し、保健師に対する実際の教育・展開についての検討が必要である。

The purpose of this study is to clarify the present state of public health nursing activities and public health nurses’ 
recognition of radiation in three prefectures where nuclear power plants have been located. We conducted a 
questionnaire survey of 1,521 public health nurses.  
Comparison of public health nursing knowledge of radiation and the training and education on radiation for nursing 
activities was reviewed by investigation two groups of public health nurses: those who worked in places for public 
health center nurses or municipal health nurses center and those who worked in places of inner or outer of UPZ
（Urgent Protective action planning Zone）.  
In each prefecture or each area differences in public health nurses’ knowledge and need for education of radiation 
were recognized. This result shows that they are related with the nuclear power plant location, and because they it 
had many opportunities to receive radiation education and nuclear disaster prevention training.  
It is necessary for us to receive and provide radiation education depends on regional differences.

Ⅰ．はじめに
東日本大震災に伴う原発事故は、子育てをする母
親らの放射線に対する不安や地域住民からの食生活
に関する質問に対して、保健師らが自信をもった対

応ができなかったことなど、看護職の放射線に関す
る知識不足を明らかにした 1）。一方で、保健師に関
連する放射線の調査は少なく 2）、放射線に関する知
識や現場で起きている問題について実態を調査する
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ことは、保健師への放射線に関する教育のあり方・
やり方を検討することにつながる。前回1県の調査 3）

をした結果、保健師の放射線に関する知識や必要性
に対する認識に差が認められた。それは UPZ内の
保健師は、放射線教育や原子力防災訓練の機会が多
く、知識得点、教育の必要性に対する認識が高い結
果が得られた。1県の傾向は見えたが、他県におけ
る保健師の実態を捉えるに至らなかった。
そこで本研究では、原子力発電所の母体である電
力会社の違いや原発数や設置機数などの地域特性の
違いを考慮し、原発立地県 3県である A県、B県、
C県の保健師を対象に、保健師の放射線に関する知
識や認識に関する実態を明らかにすることとする。
また、3県を比較することは、地域防災計画および
原子力災害対策を検討するうえで意義があるものと
考える。

Ⅱ．方法
1． 対象

2014年 10月～2015年 3月に A県の保健所保健
師：89名、市町村保健師 373名、計 462名、B県
の保健所保健師：64名、市町村保健師：225名、計
289名、C県の保健所保健師：94名、市町村保健師：
676名、計 770名、3県合計 1,521名を対象に質問
票を用いた調査を実施した。

2． 調査方法
郵送による無記名自記式の質問票を用いた横断的
調査をした。質問項目の作成にあたり、保健師、看
護師を対象にした先行研究 2, 4～10）を参考にした。
作成した質問票を用いて、5名の保健師による予
備調査を実施した（口頭と文書で同意を得た）。予
備調査の対象者には、質問票の試作案に対する意見
をもらい、その意見を基に質問内容の表現などの修
正を行い、本研究に用いる質問票とした。
本調査の実施にあたり、A県で開催された保健師
の研修会において、本研究への協力依頼を文書と口
頭で行った。説明内容として、研究の目的、および
入力したデータの使途、匿名性の保障、調査への参
加は自由意思であり質問票の返信をもって同意が得
られたものとし、データは研究以外の目的では使用
しないことを説明した。研修会に参加した保健師
に、勤務先の保健師人数分の質問票とともに説明文
書、返信用封筒を配布し、先に説明文書を読んでも

らうことを依頼した。A県の研修会に参加していな
い保健師、また B県、C県においては、各保健所、
市町村に説明文書、質問票、返信用封筒を郵送にて
配布し、質問票の返信をもって同意を得たものとし
た。

3． 調査項目（質問項目）
1）基本属性など（10項目）
対象の背景とその看護基礎教育および職場におけ
る放射線教育の有無、原子力防災の整備環境に着目
した内容とし、年齢、市町村・保健所名、経験年数、
看護基礎教育または職場における放射線教育の有無
とその内容、原子力防災訓練参加の有無などの 10
項目とした。
2）放射線に関する知識（9項目）
放射線の基礎的な知識と医療職に必要な内容に主
眼を置き、アイソトープ施設に所属する専門家や診
療放射線技師の意見を取り入れ、放射線の種類、放
射線防護の 3原則、一般公衆に対する被ばく線量限
度、胎児期の放射線による影響、安定ヨウ素剤、日
本における食品の放射性セシウムの規制値などの
9項目とした。また、放射線に関する基礎知識とし
て 7項目に得点をつけ、合計点を算出し、知識得点
とした（14点満点）。
3）保健師業務に関連した事項（6項目）
保健師活動における放射線に関する知識の必要
性、原子力防災訓練の必要性、放射線に関する教
育・研修の必要性など 6項目とした。必要性につい
ては、「大変必要」を 4点、「必要」を 3点、「あま
り必要ない」を 2点、「必要ない」を 1点とした。
また、必要性に関する質問3項目の合計点を算出し、
必要度とした（12点満点）。

4． 分析方法
質問項目ごとに記述統計処理を求めた。各質問項
目と勤務する場所もしくは UPZ内・外との関連を
検討するために、クロス集計（χ2検定）を行った。
放射線に関する知識や業務に関する得点は、勤務す
る場所もしくは UPZ内・外の違いによって、対応
のない t検定または一元配置分散分析の後、多重比
較（Tukey–Kramer法）を行った。データの集計・
解析には統計ソフト SPSS　Statistics 21を用いた。
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5． 倫理的配慮
本研究は鹿児島大学倫理審査委員会の承認を得た
うえで実施した（承認番号：324）。

Ⅲ．結果
1． 基本属性
1） 年齢、性別、勤務場所、UPZ区分について（表 1）
質問票の回収数（回収率）は A県 222名（48.1%）、

B県 125名（43.3%）、C県 203名（26.4%）であった。
年齢は 3県ともに 40～50歳未満の占める割合が高
かった。性別は、男性が A県に 1名、C県に 4名
以外は女性であった。UPZ区分では、B県のみ
UPZ外より UPZ内に勤務先がある保健師の割合が
高かった。
2）放射線教育、原子力防災について
（1） 看護基礎教育・職場における放射線教育（図 1、

表 2）
看護基礎教育で放射線に関する教育を受けたこと
があるかの質問に対して、「覚えていない」と回答
した保健師が 3県ともに最も多かった。放射線に関
する教育を受けたと回答した保健師に内容を質問し
たところ、3県ともに基礎知識、治療・検査、看護
の順に多かった。次に、3県での放射線に関する教
育を受けたことがあるかの質問について、クロス集
計（χ2検定）を行ったが、有意な関連性が認めら
れなかった。
職場において放射線に関する教育・研修があった
かの質問に対し、B県のみ「あり」と回答した割合
が高かった。職場で行われた放射線に関する教育・
研修に実際参加したと回答した保健師に内容を質問
したところ、3県ともに基礎知識、緊急被ばく医療

の順に多かった。また、3県ともに勤務場所におけ
る教育・研修の有無についてクロス集計（χ2検定）
をすると、市町村保健師より保健所保健師のほう
が、UPZ外より UPZ内の保健師のほうが放射線に
関する教育や研修の機会が多いことが明らかであっ
た。次に、3県の職場における教育・研修について
のクロス集計（χ2検定）では、有意な関連性が認
められた（χ2＝23.5, df＝2, p＜0.001）。
（2）原子力防災に関して（表 2）
職場の防災マニュアルまたは計画などにおいて、

B県は原子力防災に関する記載が「ある」と答えた
割合が高かった。「ある」と回答した保健師に内容
を理解しているか質問したところ、3県ともに 5割
前後が「あまりよく知らない」と回答していた。ま
た、3県の UPZ内外における記載の有無について
クロス集計（χ2検定）を行った結果、UPZ内では
原子力防災に関する記載が「ある」と答えた保健師
の割合が高かった。
原子力防災訓練参加の有無について、3県ともに
参加したことのない保健師の割合が高かった。
また、項目別にクロス集計し、χ2検定を行った結
果、A県、B県の保健所に勤務する保健師は市町村
に勤務する保健師に比べて、原子力防災訓練に参加
している割合が有意に高かった（A県：χ2＝15.8, 
df＝1, p＜0.001, B県：χ2＝40.0, df＝1, p＜0.001）。

表 1．調査対象保健師の属性

　 人数（%）

A県：222 B県：125 C県：203

年齢 30歳未満 41（18.5） 14（11.2） 26（12.8）
30～40歳未満 59（26.6） 36（28.8） 42（20.7）
40～50歳未満 73（32.9） 39（31.2） 69（34.0）
50歳以上 47（21.2） 35（28.0） 64（31.5）
無回答 2（0.8） 1（0.8） 2（1.0）

勤務場所 保健所 32（14.4） 33（26.4） 31（15.3）
市町村 188（84.7） 86（68.8） 166（81.7）
無回答 2（0.9） 6（4.8） 6（3.0）

UPZ 内 103（46.4） 83（66.4） 63（31.0）
外 118（53.1） 35（28.0） 134（66.0）
不明 1（0.5） 7（5.6） 6（3.0）

図 1．放射線教育について
（　）は人数
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次に UPZ内・外では、3県ともに UPZ内に勤務
する保健師は UPZ外に勤務する保健師に比べて、
原子力防災訓練に参加している割合が有意に高かっ
た（A県：χ2＝14.2, df＝1, p＜0.001, B県：χ2＝5.7, 
df＝1, p＜0.05, C県：χ2＝5.5, df＝1, p＜0.05）。

2． 放射線に関する知識（表 3）
知識得点と各項目との関係について、各県ごとに
集計し、対応のない t検定を用いて分析した。
1）UPZ区分で見た知識得点
保健師が勤務する区域を UPZ内・外に分け、平

表 2．放射線教育と原子力防災について

　 人数 （%）

A県 B県 C県

放射線に関する教育内容
※複数回答あり

n＝79 n＝32 n＝70

看護基礎教育
基礎知識 63 （79.7） 29 （90.6） 58 （82.9）
治療・検査 56 （70.9） 22 （68.8） 53 （75.7）
看護 30 （38.0） 11 （34.4） 32 （45.7）
診断 12 （15.2） 7 （21.9） 17 （24.3）
緊急被ばく医療 4 （5.1） 4 （12.5） 4 （5.7）
その他 1 （1.3） 0 0

n＝96 n＝69 n＝61

職場
基礎知識 72 （86.7） 61 （96.8） 41 （93.2）
緊急被ばく医療 43 （51.8） 22 （34.9） 25 （56.8）
リスクコミュニケーション 12 （14.5） 6 （9.5） 10 （22.7）
その他 10 （12.0） 10 （15.9） 6 （13.6）

勤務場所による放射線教育の有無 　 p値 　 p値 　 p値
保健所
あり 21 （65.6） 27 （90.0） 22 （73.3）
なし 11 （34.4） 3 （10.0） 8 （26.7）
市町村 ＜0.001 ＜0.001 ＜0.001
あり 74 （39.8） 38 （46.3） 36 （22.2）
なし 112 （60.2） 　 44 （53.7） 　 126 （77.8）

UPZ内
あり 70 （68.6） 52 （67.5） 32 （52.5）
なし 32 （31.4） 25 （32.5） 29 （47.5）

UPZ外 ＜0.001 ＜0.01 ＜0.001
あり 25 （21.4） 12 （35.3） 26 （19.8）
なし 92 （78.6） 　 22 （64.7） 　 105 （80.2）

原子力防災マニュアルの有無 n＝222 n＝125　 n＝203

あり 70 （31.5） 64 （51.2） 54 （26.6）
なし 61 （27.5） 12 （9.6） 83 （40.9）
知らない 85 （38.3） 45 （36.0） 62 （30.5）
無回答 6 （2.7） 4 （3.2） 4 （2.0）

n＝215 p値 n＝115 p値 n＝193 p値
UPZ内
あり 64 （64.0） 52 （65.0） 36 （58.1）
なし 8 （8.0） 2 （2.5） 6 （9.7）
知らない 28 （28.0） 26 （32.5） 20 （32.2）

UPZ外 ＜0.001 ＜0.001 ＜0.001
あり 5 （4.3） 6 （17.1） 18 （13.7）
なし 53 （46.1） 12 （34.3） 75 （57.3）
知らない 57 （49.6） 　 17 （48.6） 　 38 （29.0）

原子力防災訓練参加の有無 n＝222 n＝125 n＝203

あり 53 （23.9） 38 （30.4） 24 （11.8）
なし 156 （70.2） 71 （56.8） 161 （79.3）
無回答 13 （5.9） 16 （12.8） 18 （8.9）
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均点を比較すると、3県ともに UPZ外の保健師よ
り UPZ内の保健師のほうが高かった。
2）教育・研修参加の有無で見た知識得点
教育・研修の参加経験の有無で平均点を比較する
と、A県、C県において参加経験がある保健師のほ
うが高かった。
3） 原子力防災訓練の参加経験による有無で見た知
識得点
原子力防災訓練の参加経験による有無で平均点を
比較すると、3県ともに参加経験がある保健師のほ
うが高かった。
4）3県における知識得点の比較
保健師の知識得点について、3県で区分し、一元
配置分散分析を用いて分析した結果、A県と C県、
B県と C県の間において有意な差が認められた
（F（2, 547）＝6.337, p＜0.01）。

3． 保健師業務に関連した事項
1）住民からの放射線に関する質問の経験
日常の保健師活動において、住民から放射線に関
する質問を受けた経験について、3県ともに約 2割
の保健師が経験ありと回答した。
2）必要性に関する認識（必要度）について（表 3）
保健師が感じる必要度を項目の違いによって県ご

とに対応のない t検定を用いてそれぞれ分析した。
（1）UPZ区分による必要度の比較
保健師が勤務する区域を UPZ内・外に分け、平
均点を比較すると、A県、C県において UPZ外の
保健師より UPZ内の保健師のほうが高かった。
（2）教育・研修の有無による必要度の比較
教育・研修の有無で平均点を比較すると、A県に
おいて教育・研修がある施設の保健師のほうがない
保健師より高かった。
（3）原子力防災訓練参加の有無による必要度
原子力防災訓練の参加経験による有無で平均点を
比較すると、A県、C県において参加経験がある保
健師のほうが参加経験のない保健師より高かった。

図 2．希望する放射線教育・研修の内容
（　）は人数

表 3．3県の項目別の比較

知識得点の比較

A県（6.03） B県（6.32） C県（5.15）

人数 平均点 標準偏差 p値 人数 平均点 標準偏差 p値 人数 平均点 標準偏差 p値

UPZ 内 103 6.84 3.44
＜0.001

83 6.7 3.26
＜0.05

63 6 3.44
＜0.05外 118 5.25 2.89 35 5.37 2.71 134 4.83 2.98

教育・研修の参加 あり  83 7.83 3.09
＜0.001

63 7.56 3.15
n.s.

61 6.92 3.78
＜0.05なし  13 5.92 3.07 9 6.89 2.85 137 4.44 2.55

原子力防災訓練の
参加

あり  53 7.85 3.05
＜0.001

38 7.84 3.27
＜0.001

24 8.42 3.4
＜0.001なし 156 5.31 3.04 71 5.92 3.01 161 4.67 2.88

必要度の比較

A県（9.25） B県（9.13） C県（8.80）

人数 平均点 標準偏差 p値 人数 平均点 標準偏差 p値 人数 平均点 標準偏差 p値

UPZ 内 102 9.69 1.07
＜0.001

83 9.31 1.41
n.s.

63 9.33 1.31
＜0.001外 113 8.86 1.21 35 8.91 1.06 131 8.56 1.35

教育・研修の有無 あり  95 9.62 1.11
＜0.05

69 9.32 1.39
n.s.

61 9.38 1.45
n.s.なし 119 8.94 1.19 48 8.96 1.29 134 8.56 1.27

原子力防災訓練の
参加

あり  53 9.77 1.14
＜0.001

38 9.55 1.31
n.s.

24 9.46 1.5
＜0.05なし 150 9.12 1.18 70 9.01 1.44 158 8.7 1.31

（　）は各県の平均点
対応のない t検定（5%水準）
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（4）3県における必要度の比較
必要度において、一元配置分散分析を用いて分析
した結果、A県と C県の間において有意な差が認
められた（F（2, 538）＝5.896, p＜0.01）。
3）希望する放射線教育・研修の内容（図 2）
保健師対象の放射線に関する教育・研修が「大変
必要」、「必要」と選択した保健師に具体的な内容を
四つの選択肢（放射線の基礎知識、緊急被ばく医療、
リスクコミュニケーション、その他）から回答して
もらった。3県ともに放射線の基礎知識を希望する
割合が最も高かった。

Ⅳ．考察
対象とした 3県は、2016年 4月の電気事業法改

定前の旧一般電気事業者である電力会社の原子力発
電所で総出力上位の中から選出したことで、原子力
事業所の母体である電力会社の違いにより、地域防
災計画および原子力災害対策編 11）に影響を及ぼす
のではないかと仮定した。また、これらのことや原
発数、設置機数などの各県の地域特性を考慮し、分
析、考察を行った。3県ともに原子力防災訓練に参
加した経験のある保健師が多かった UPZ内では、
UPZ外より多くの教育や研修が開催されていた。
また、3県ともに UPZ内の保健師の知識得点が高
かったことからも、UPZ内では原子力防災訓練な
どの被ばくのリスクを考える機会の多い地域的背景
が影響していると考えられる。

A県、C県では UPZ内の保健師が知識、原子力
防災訓練、教育・研修を必要としている傾向がみら
れた。これは、UPZ内の保健師は、原発が身近に
あることで、原子力災害に対する危機感があり、そ
れに伴う知識獲得の必要性を感じていると考えられ
る。一方、B県は複数の原発が立地しており、A県、
C県に比べ、原発過密地帯が特徴である。そのた
め、多くの市町村が UPZ内に入るため、教育・研
修・原子力防災訓練などが他県より多いことが予想
され、県全体として認識が高いことが考えられる。
また、事故があれば近隣の大都市圏への影響が大き
いことが懸念され、周辺の県、市町村からの要請が
多く、教育・研修・訓練がなされたものと推察され
る。
現在実施されている職場における放射線教育・研
修内容としては、放射線の基礎知識に関する内容が
多かった。そして、今後の教育・研修として望む内

容も放射線の基礎知識に関するものであった。ま
た、看護基礎教育における放射線に関する講義内容
として最も多かったものも、放射線の基礎知識で
あったにもかかわらず、知識として残っていない、
または活かせるものではなかったことが考えられ
る。奥田らの調査 12）でも、放射線事故対応に備え
た必要な教育内容は放射線に関する基礎知識であ
り、原子力発電所施設保有の有無にかかわらず、保
健師は放射線に関する基礎的知識を獲得する必要が
あり、保健師の能力の向上を図るための教育の機会
の充実が必要であると述べている。今回の調査で
は、基礎知識を得たいという保健師が多いことが明
らかになり、今後の教育・研修には基礎的な知識を
含め、実務に活かせる内容を考えていく必要があ
る。

3つの県、または各県ごとのそれぞれの比較では、
保健師の放射線に関する知識、認識に差がみられ
た。これは、原発立地場所と所属施設や保健所との
距離に関係しており、それに伴い教育や訓練の開催
実施の量が一因したと考える。西沢 13）は放射線に
関する知識と技術を確実に習得するためには、短期
間の研修では不可能であると示唆しており、UPZ
外の保健師においても関心が持てるよう、県全体の
保健師に意識づけしていく必要がある。また、原発
が立地されていない県の保健師はさらに関心が低い
ことが推察される。今後は、原発の立地に関係な
く、すべての保健師に対し放射線などに関する実際
の教育をどのように展開するかの検討が必要であ
る。
また、地域・公衆衛生の一環としての放射線看護
においても、東日本大震災に伴う原発事故を機にわ
かった現状、本調査で明らかとなった地域特性など
の実態に柔軟に対応していけるよう、高い専門性を
身に付けた専門看護師が、地域に根づいた活動の場
を築いていくことも今後の検討課題であると考え
る。

Ⅴ．結論
1） 3県間、または各県内による比較において、保
健師の放射線に関する知識、認識に差が認めら
れた。

2） 保健師の放射線に関する知識、認識の差は、原
発立地場所と関係しており、それに伴う教育や
訓練の開催が影響していることが示唆された。
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3） 知識・認識に関する地域特性を考慮し、必要な
放射線教育を検討していく必要がある。
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